
平成２９年度

中間決算の概要（９月期）

地方公共団体金融機構



平成２９年度中間決算のポイント

◇ 経常利益は７５３億円で、前中間期に比べ、３５億円の減少
中間純利益は１１３億円で、前中間期に比べ、９億円の減少

◇ 地方公共団体健全化基金は９，２０２億円で、前年度と同額
金利変動準備金は２兆２，０００億円で、前年度末に比べ、２，２００億円の増加
公庫債権金利変動準備金は１兆２，０５４億円で、前年度末に比べ、１，５２７億円
の減少

◇ 資産総額は貸付金等２５兆１，１１９億円で、前年度末に比べ、３，２５７億円の増加
負債総額は債券等２４兆８，５９３億円で、前年度末に比べ、３，１４２億円の増加
純資産総額は利益剰余金等２，５２６億円で、前年度末に比べ、１１６億円の増加
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会計処理等は、原則として企業会計原則による。なお、地方公共団体健全化基金、金利変動準備金等の機構
特有の財務基盤に係る会計処理については、関係法令の規定等による。



◇ 当中間期の経常利益は７５３億円で、前中間期に比べ、３５億円の減少（▲４．４％）。貸付金利息の減少額
が債券利息の減少額を３６億円上回ったこと等が要因

◇ 中間純利益は１１３億円で、前中間期に比べ、９億円の減少（▲７．３％）。一般勘定の中間純利益が減少したこと
が要因

利益の状況 [機構全体]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１，７４５億円 １，８９３億円 ▲１４８億円
１，７４０億円 １，８９０億円 ▲１５０億円

０億円 ０億円 ▲０億円
４億円 １億円 ３億円

９９２億円 １，１０４億円 ▲１１２億円
９４８億円 １，０６２億円 ▲１１４億円

４４億円 ４２億円 ２億円

７５３億円 ７８８億円 ▲３５億円

２，２３３億円 ２，２３７億円 ▲４億円
２，２００億円 ２，２００億円 －

３３億円 ３７億円 ▲４億円

２，８７３億円 ２，９０３億円 ▲３０億円
２，２００億円 ２，２００億円 －

６７３億円 ７０３億円 ▲３０億円

１１３億円 １２２億円 ▲９億円

増　減（（A）-（Ｂ））H29中間決算（A） H28中間決算（B）

金 利 変 動 準 備 金 繰 入 額

債 券 利 息

そ の 他
余 資 運 用 益

そ の 他

公庫債権金利変動 準備 金繰 入額

公庫債権金利変動 準備 金取 崩額

利 差 補 て ん 積 立 金 取 崩 額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

貸 付 金 利 息

科　　　　　　　目



◇ 当中間期の経常利益は１１３億円で、前中間期に比べ、９億円の減少（▲７．３％）
◇ 債券利息が１３億円増加したこと及び貸付金利息が２億円減少したこと等が要因
◇ 中間純利益は１１３億円で、前中間期に比べ、９億円の減少（▲７．３％）

利益の状況 [一般勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

６７０億円 ６７０億円 ０億円
６６３億円 ６６５億円 ▲２億円

０億円 ０億円 ▲０億円
１億円 ０億円 １億円
０億円 － 皆増
４億円 ４億円 ０億円

５５７億円 ５４７億円 １０億円
４８３億円 ４７０億円 １３億円

２億円 ２億円 ▲０億円
－ ０億円 皆減

１２億円 １２億円 ０億円
１５億円 １５億円 ０億円
４１億円 ４６億円 ▲５億円

０億円 ０億円 ０億円

１１３億円 １２２億円 ▲９億円

２，２００億円 ２，２００億円 －
２，２００億円 ２，２００億円 －

２，２００億円 ２，２００億円 －
２，２００億円 ２，２００億円 －

１１３億円 １２２億円 ▲９億円

余 資 運 用 益
金 利 ス ワ ッ プ 受 入 利 息
健 全 化 基 金 受 入 額

借 入 金 利 息
金 利 ス ワ ッ プ 支 払 利 息
そ の 他 業 務 費 用

基 金 管 理 勘 定 繰 出 金

H29中間決算（A） H28中間決算（B） 増　減（（A）-（Ｂ））

貸 付 金 利 息

そ の 他

債 券 利 息

営 業 経 費

そ の 他

管 理 勘 定 繰 入 金

金 利 変 動 準 備 金 繰 入 額

経 常 収 益

経 常 費 用

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益

科　　　　　　　目



◇ 当中間期の経常利益は６３９億円で、前中間期に比べ、２６億円の減少（▲３．９％）。貸付金利息の減少額
が債券利息の減少額を２０億円上回ったこと等が要因

◇ 法令の規定に基づき、利益の範囲内で公庫債権金利変動準備金への繰入を行ったため、当中間期の純利益は
ゼロ

利益の状況 [管理勘定]
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１，１２０億円 １，２７２億円 ▲１５２億円
１，０７７億円 １，２２５億円 ▲１４８億円

４１億円 ４６億円 ▲５億円
１億円 ０億円 １億円

４８０億円 ６０７億円 ▲１２７億円
４６４億円 ５９２億円 ▲１２８億円

１５億円 １４億円 １億円

６３９億円 ６６５億円 ▲２６億円

２，２３３億円 ２，２３７億円 ▲４億円
２，２００億円 ２，２００億円 －

３３億円 ３７億円 ▲４億円

２，８７３億円 ２，９０３億円 ▲３０億円
６７３億円 ７０３億円 ▲３０億円

２，２００億円 ２，２００億円 －

－ －

科　　　　　　　目

公庫債権金利変動 準備 金取 崩額

そ の 他

一 般 勘 定 繰 出 金
公庫債権金利変動 準備 金繰 入額

債 券 利 息

基 金 一 般 勘 定 繰 入 金
貸 付 金 利 息

経 常 収 益

経 常 費 用

そ の 他

利 差 補 て ん 積 立 金 取 崩 額

H28中間決算（B）H29中間決算（A） 増　減（（A）-（Ｂ））

経 常 利 益

特 別 利 益

特 別 損 失

中 間 純 利 益 －



資産の状況 ［機構全体］
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◇ 当中間期末現在の資産総額は２５兆１，１１９億円で、前年度末に比べ、３，２５７億円の増加（＋１．３％）
◇ 普通預金の増加等により、現金預け金が前年度末に比べ、５，０２４億円増加したこと等が要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２３兆５，９７１億円 ２３兆７，２００億円 ▲１，２２９億円

１，１６０億円 １，６６０億円 ▲５００億円

１兆３，６３６億円 ８，６１２億円 ５，０２４億円

２１３億円 ２４３億円 ▲３０億円

９９億円 １０６億円 ▲７億円

２５億円 ２６億円 ▲１億円

１３億円 １４億円 ▲１億円

２５兆１，１１９億円 ２４兆７，８６２億円 ３，２５７億円

科　　　　　　　目

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

貸 付 金

有 価 証 券

現 金 預 け 金

そ の 他 資 産

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

合 計

増　減（（A）-（Ｂ））H29.3.31現在（Ｂ）H29.9.30現在（Ａ）



資産の状況 ［一般勘定・管理勘定］
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◇ 当中間期末現在における一般勘定の資産総額は１５兆５，８３４億円で、前年度末に比べ、８，８５０億円の増加
（＋６．０％）

◇ 当中間期末現在における管理勘定の資産総額は１０兆２，０７１億円で、前年度末に比べ、５，５２６億円の減少
（▲５．１％）

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１４兆    ７４２億円 １３兆６，３８７億円 ４，３５５億円

１，１６０億円 １，６６０億円 ▲５００億円

１兆３，６３６億円 ８，６１２億円 ５，０２４億円

２１３億円 ２４３億円 ▲３０億円

４３億円 ４０億円 ３億円

２５億円 ２６億円 ▲１億円

１３億円 １４億円 ▲１億円

１５兆５，８３４億円 １４兆６，９８４億円 ８，８５０億円

９兆５，２２８億円 １０兆０，８１３億円 ▲５，５８５億円

５５億円 ６５億円 ▲１０億円

６，７８６億円 ６，７１８億円 ６８億円

１０兆２，０７１億円 １０兆７，５９７億円 ▲５，５２６億円

貸 付 金

H29.3.31現在（Ｂ）H29.9.30現在（Ａ） 増　減（（A）-（Ｂ））

合 計

金 融 商 品 等 差 入 担 保 金

科　　　　　　　目

一
　
　
般
　
　
勘
　
　
定

管
理
勘
定

貸 付 金

そ の 他 資 産

一 般 勘 定 貸

合 計

無 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

そ の 他 資 産

現 金 預 け 金

有 価 証 券



負債の状況 ［機構全体］

◇ 当中間期末現在の負債総額は２４兆８，５９３億円で、前年度末に比べ、３，１４２億円の増加（＋１．３％）
◇ 負債の大半を占める債券は前年度末に比べ、２，８８３億円の増加。当期発行額が償還額を上回ったこと等が

要因
◇ 公庫債権金利変動準備金は、借換益等６７３億円を積み立てたものの、金利変動準備金への２，２００億円

の年次繰入により、前年度末に比べ、１，５２７億円の減少
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

２０兆２，４３８億円 １９兆９，５５５億円 ２，８８３億円

１，４５５億円 １，７０５億円 ▲２５０億円

９，２０２億円 ９，２０２億円 －

２兆２，０００億円 １兆９，８００億円 ２，２００億円

１兆２，０５４億円 １兆３，５８１億円 ▲１，５２７億円

３７６億円 ４１０億円 ▲３４億円

９９６億円 １，１１１億円 ▲１１５億円

６８億円 ８５億円 ▲１７億円

２４兆８，５９３億円 ２４兆５，４５１億円 ３，１４２億円

増　減（（A）-（Ｂ））H29.9.30現在（Ａ） H29.3.31現在（Ｂ）

借 入 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

金 利 変 動 準 備 金

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

そ の 他

合 計

科　　　　　　　目

債 券



負債の状況 ［一般勘定・管理勘定］

◇ 当中間期末現在における一般勘定の負債総額は１５兆３，８４５億円で、前年度末に比べ、８，７３６億円の増加
（＋６．０％）

◇ 当中間期末現在における管理勘定の負債総額は１０兆１，５３５億円で、前年度末に比べ、５，５２５億円の減少
（▲５．２％）
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※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１１兆３，３７９億円 １０兆６，５４６億円 ６，８３３億円

１，４５５億円 １，７０５億円 ▲２５０億円

９，２０２億円 ９，２０２億円 －

２兆２，０００億円 １兆９，８００億円 ２，２００億円

９９６億円 １，１１１億円 ▲１１５億円

６，７８６億円 ６，７１８億円 ６８億円

２４億円 ２５億円 ▲１億円

１５兆３，８４５億円 １４兆５，１０９億円 ８，７３６億円

８兆９，０５９億円 ９兆３，００９億円 ▲３，９５０億円

１兆２，０５４億円 １兆３，５８１億円 ▲１，５２７億円

３７６億円 ４１０億円 ▲３４億円

４４億円 ５９億円 ▲１５億円

１０兆１，５３５億円 １０兆７，０６０億円 ▲５，５２５億円

科　　　　　　　目

合 計

そ の 他

管 理 勘 定 借

金 融 商 品 等 受 入 担 保 金

金 利 変 動 準 備 金

地 方 公 共 団 体 健 全 化 基 金

借 入 金

債 券

一
　
般
　
勘
　
定

管
　
理
　
勘
　
定

増　減（（A）-（Ｂ））H29.9.30現在（Ａ） H29.3.31現在（Ｂ）

債 券

公 庫 債 権 金 利 変 動 準 備 金

利 差 補 て ん 積 立 金

そ の 他 負 債

合 計



純資産の状況
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◇ 当中間期末現在の純資産総額は２，５２６億円で、前年度末に比べ、１１６億円の増加（＋４．８％）
◇ 一般勘定の中間純利益１１３億円を一般勘定中間未処分利益として計上したこと及び繰延ヘッジ損益（金利スワッ
プ取引に係る評価損益）が前年度末に比べ、２億円増加したことが要因

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

１６６億円 １６６億円 －

１，６５７億円 １，６５７億円 －

１１３億円 － 皆増

５３６億円 ５３６億円 －

５２億円 ５０億円 ２億円
うち金利スワップ期中解約分　１億円

うち現存スワップ時価評価分　１億円

うち繰延ヘッジ取崩分　▲１億円

２，５２６億円 ２，４１０億円 １１６億円合 計

H29.9.30現在（Ａ） H29.3.31現在（Ｂ）

地 方 公 共 団 体 出 資 金

一 般 勘 定 積 立 金

一 般 勘 定 中 間 未 処 分 利 益

管 理 勘 定 利 益 積 立 金

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益

増　減（（A）-（Ｂ））

　　　　

科　　　　　　　目



９，２０２ ０ ４７ １０５ ５７ ９，２０２ ４１０ ３３ ３７６

（参考）平成２９年度９月期決算における主要勘定科目の状況

【貸 付 金】 【債 券】

【地方公共団体健全化基金】

【金利変動準備金・公庫債権金利変動準備金】

【利差補てん積立金】

（単位：億円）

２３７，２００ ７，１２８ ８，３５７ ２３５，９７１

貸 付 額
②

回 収 額
③

中間期末残高
① + ② - ③

１９９，５５５ １２，７８６ ９，９０３ ２０２，４３８

発 行 額
②

償 還 額 等
③

中間期末残高
① + ② - ③

前 期 末
残 高

①

納 付 金 等
②

基 金
運 用 益

③

利下げ補てん
所 要 額

④

前 期 末
残 高

①

取 崩 額
②

中間期末残高

① - ②

金 利 変 動 準 備 金 １９，８００ ２，２００ － － － ２２，０００

公庫債権金利変動準備金 １３，５８１ ▲２，２００ － ４１ ６３１ １２，０５４

前 期 末
残 高

①

年 次 繰 入
②

公庫貸付に係る
利 下 げ 所 要 額

④

公 営 企 業
債券借換益

⑤

中 間 期 末
残 高
①+②+③+④+⑤

前 期 末
残 高

①

前 期 末
残 高

①

-10-

※ 単位未満切り捨てのため、増減が一致しない場合がある。

国 庫 納 付
③

中間期末残高
①+②+③
-（④ - ⑤）

一般勘定自己
財源充当額

⑤


